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インボイス制度とは
　正式名称は「適格請求書等保存方式」といい、消費税の税額
計算を行う上で重要な「仕入税額控除（図１参照）」の適用にあた
り、インボイス（適格請求書）の交付と保存を要件とする制度の
ことです。制度の開始時期は2023（令和5）年10月1日からとな
りますが、後述のとおり、多くの事業主にとっては経理処理の方
法を見直す必要があるため、早めに対策することが必要です。

制度導入の背景と目的
　なぜインボイス制度を導入するのかについては、大きく2つ
の理由があります。１つは「正しい納税額を算出するため」、もう
１つは「課税の公平性を担保するため」です。
　まず、前者についてですが、2019（令和元）年の軽減税率導
入以降、事業者にとって日々の会計記録の事務的な負担が増
加し、誤りも生じやすくなっていました。これを、今回のインボイ
ス制度導入により解消しようとしています。
　次に後者ですが、こちらはいわゆる「益税」の問題と絡んでき
ます。事業者が納める消費税の計算はとても複雑なため、年間
の売上高が1,000万円以下の小規模事業者などは、制度上「免
税事業者」として顧客から預かった消費税を納めなくてもよい
とされています。この制度は、小規模零細事業者を守るための
制度として設けられたものとなりますが、大規模事業者の「抜
け道」として利用されるケースもあり、「公平な課税」の観点か
らは問題視されていました。こちらも今回のインボイス制度導
入により、解消が見込まれています。

インボイス制度の影響を受ける事業者
　基本的には「すべての事業者」に影響が出ると言えますが、特

に「免税事業者」への影響は大きいと言えます。というのも、イ
ンボイスを発行できる事業者（＝適格請求書発行事業者）にな
るためには、「課税事業者」となる必要があるからです。
　また、現在すでに課税事業者である事業者も、自社で発行す
る請求書のフォーマットや他社との取引に対する処理など、大
きな見直しが必要となります。

正しい理解が必要
　残念ながら、インボイス制度を正しく理解されている方はま
だまだ少ないという印象を受けます。実際、ネットの情報などで
も「課税事業者になると売上の10％を国に納めないといけな
い」とか、「免税事業者のままだと消費税分を値引きしないとい
けない」といった誤った記事も散見され、混乱を抱いている事
業者の方も多いのではないでしょうか。
　また、一般企業に勤める会社員が、仕事で飲食店やタクシー
を使う場合にも、受け取った領収書がインボイスに対応してい
るかどうかで会社の経理処理の仕方は大きく変わることとなり
ますが、現状そこまで理解している方は少ないと思われます。
　消費税の仕組みは大変複雑で、イメージが湧きにくいもの。
漠然とした話として捉えるのではなく、日々の業務で実際に起
きる事柄に一つひとつ当てはめながら、理解を深めていくこと
が重要です。

インボイス制度は、生産性向上のチャンス
　自社業務の大幅な見直しが必要となるインボイス制度の導
入ですが、実は事業者にとっては大きなチャンスでもあります。
会計処理業務はもちろんのこと、販売管理や仕入管理など、こ
れまでの業務を整理し、より効率的な仕組みをつくる絶好の機
会です。IT導入補助金や小規模事業者持続化補助金などでも
インボイス制度への対応を想定した特別枠が設けられており、
政策上のバックアップもあります。
　また、2024（令和6）年1月には、「改正電子帳簿保存法」の施
行も控えており、このタイミングでしっかりと対応しておくこと
が、事務負担の軽減はもちろん、未来への投資という意味でも
大きな分岐点になると考えられます。

インボイス制度が、“あなた”の事業に与える影響

京都府よろず支援拠点コーディネーター／税理士　水野 広土

京都府よろず支援拠点では、府内中小企業者が抱えている売上拡大や資金繰り等の経営課題の解決に向けての
支援、また、新たに創業を考えている方に対して伴走支援を行っています。本よろず支援拠点から、企業経営に関
わる様々な智恵を「よろずゼミナール」としてお届けします。

よろずゼミナール

●お問い合わせ先／ 京都府よろず支援拠点（公財）京都産業２１ お客様相談室　TEL：075-315-8660  E-mail：okyaku@ki21.jp

図１ ： 消費税の仕組み

事業者は消費者から預かった消費税のうち、他の事業者に
支払った消費税を控除することができる

水野広土（みずのひろと） 税理士
大学卒業後、広告関連の一般企業にて企画営業職及び営業管理職に従事。
常に「顧客深耕型」の営業組織に身を置く中で、中小企業の経営者の苦悩と
孤独を目の当たりにし、「社長の隣で苦楽を共にするパートナー」となるべく、
税理士を目指す。2022年3月に税理士登録。同年4月より、よろず支援拠点
コーディネーターとして小規模事業者の経営をサポート。

●お問い合わせ先／ 京都府よろず支援拠点（公財）京都産業２１ お客様相談室　TEL：075-315-8660  E-mail：okyaku@ki21.jp

 喫茶店で出した手作りの野菜ケーキが原点
　喫茶店「まざあぐうす」の経営からスター
トした当社が初めて手掛けた洋菓子は、喫
茶店のメニューとして開発した野菜を使っ
たケーキです。好評を博し、1日に何百ピー
スも出るようになったことから、工場を建設
して洋菓子販売を開始。デパ地下や、年間
を通じて全国の百貨店で実施される京都展
などの物産展へ

の出店を経て、事業を拡大していき
ました。
　そんな当社のターニングポイント
となったのが、コロナ禍の中で実践
した生産状況の“見える化”でした。
問題点をきちんと把握できるように
なり、その後の“巣ごもり需要”で売上が回復。シフォンケーキの
生産量が伸びた時にも、製造キャパシティの限界により売り損
じが生じていることに気付くことができたのです。原因は包装
工程にありましたが、市販の自動包装機は柔らかいものに対応
しておらず、オリジナル設備の開発と資金調達が課題となって
いました。商工会議所の紹介で京都府よろず支援拠点を訪れた
のは、共同開発のパートナーを見つけたタイミング。適用可能
な補助金を教えていただいたおかげで、数カ月後にシフォン
ケーキ専用の自動包装機を完成させることができました。

 包装の自動化により、利益・労働環境が向上
　自動包装機の導入により、1個の包装に要する時間は約20分
の1に、包装工程の人員は10名から1～2名になりました。結
果、コロナ禍の影響で再び生産数が減少した際も、利益は約
3％アップしました。そして最大の収穫とも言えるのが、月延べ
100時間の残業がゼロになったことです。社内の雰囲気が良く
なり、意欲向上にもつながりました。
　また、コーディネーターに助言をいただきながら補助金の申
請書を作成する過程では、京都というブランド、培ってきた企画
力など、当社の強みを再認識。商品企画に対する考え方が大き
く変わりました。現在、京都産の厳選素材を使った「抹茶プレミ
アムクロシュー（仮称）」など、これまでの当社にはなかった京都
ブランドを活かした新製
品の開発を進めている
ところです。今後も付加
価値の高い商品づくり
で利益確保に努め、さら
なる成長を目指したい
と思います。

コーディネーターのサポートを得て自動包装機を
開発・導入し、利益向上と労働環境改善を実現

京都府よろず支援拠点活用事例紹介
京都府よろず支援拠点では、府内中小企業・小規模事業者のワンストップ相談窓口として広く経営相談に応じるため、関係機関等と連携して、
課題分析、解決策の提示、フォローアップを行っています。今回、本拠点を活用して経営課題解決に取組まれた企業事例をご紹介します。
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人気商品「京のふんわりクリーム
シフォン（フルーツ）」

柔らかいシフォンケーキに対応したオリジナルの
自動包装機

※本稿は2022年11月時点の法令に基づいています。最新の情報は
国税庁HP等でご確認ください。


